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第４回大阪府流域下水道事業の経営戦略検討懇話会　議事要旨

日時　：平成28年11月15日（火）　14時00分～16時00分

場所　：大阪赤十字会館　３階　302会議室
出席者：貫上委員、佐藤委員、武田委員、深澤委員　計４名

■主な議題
　Ⅰ．これまでの懇話会を踏まえた大阪府の考え方　　　  4頁～ 6頁
　Ⅱ．収支等の現状について    　 　　　               7頁～13 頁
　Ⅲ．経営目標について 　 　　　　　　               14頁～19頁
　Ⅳ．投資財政計画について　　　　　　　　　　　　　 20頁～30頁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※頁数は配布資料のもの

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· Ⅰ．についての概要
○　従量単価制については、どちらか一方という形ではなく、現行の費用配分方式に、例えば受益水量などをファクターとしてうまく入れ込むことで市町村にとっても、府にとっても良い形の負担金制度ができる可能性があるので、そういう検討もすべき。
●　維持管理負担金のあり方やどういった形があるのかなどを市町村と十分協議しながら、　今後のあるべき方向性、形を検討していきたい。
　　○　維持管理業務委託の仕方において、設備投資と維持管理を一体化して委託するということも考えられてはどうか。修繕と設備投資は表裏一体な関係であるので、合わせて発注というのも一つかなと考える。
　　●　改築更新（4条収支）を含めた維持管理については、水道ではそういう取組があるとのことで、今後のあり方ということで、様々な形のものを検討していきたいと考えている。その一方、職員の技術の伝承、技術力の向上という面からは、直営でやることに大きな意義があり、それらを残しつつも新しい取り組みを検討していきたい。
· Ⅱ．についての概要
○　減債基金の取り崩しとあるが、基金そのものが目減りしているのか、増えているのか。
　それと法適用後に大阪府が得るメリットを簡単に教えてほしい。
●　減債基金については、経年的には積み立てと取崩しで概ねバランスが取れている。
●　法適化のメリットは、まず資産管理の面でより精緻な形の資産管理が可能となること。さらに別の府県の例では、職員の経営感覚、コストに関する意識が非常に高くなるとのこと。
●　具体的なメリットは、法適化すると経営体質がしっかりするのと、それにより経営改善の指標も立てやすくなる。また資本、負債の管理が明確になる。さらに他の府県でも同様に流域下水道事業の法適化を進めており、今後は他の事業との比較も可能となる。
　　○　収支等の現状において、平成25年度から平成26年度にかけて、収支差額として10億円不足となっているが、今も流域下水道事業が成り立っていることを考えると手持ち残高はちゃんと残るようになっているのか。また他会計補助金は、雨水処理の部分はある意味収入であると思っているのだが、この雨水処理の部分ということでよいのか。それとも収支不足のための、一般会計から補助金がいくらか入っているのか。
　　●　収支差額10億円については、平成26年度は、前年度と比べて歳出の比率が増加したためであり、毎年そうなるわけではない。収支不足については、資金を全く考えていないかというとそうではなく、法適化することにより、そのあたりも見えてくるようになると考えている。また他会計補助金だが、雨水処理に係る分も含まれているが、それ以外のものもあり、この仕分けについても、法適化後は適切に区分していかねばならない。
　

· Ⅲ．についての概要
　　○　職員の人件費について現行のまま推移するとしているが、平成19年度比で10％減という計画があったと思うのだが、それをなぜ反映しなかったのか。
　　●　人件費については、今の前提条件には10％減を見込んでいない。現状はかなり建設改良費が落ち込んでおり、事業量自体も少なくなっているが、今後相当量事業の増加が見込まれており、現状の人員で対応していきたいという意思も込めて、据え置きとしている。
○　経営目標の健全度で緊急度ⅡとⅢの比率を5％以下としている。なぜもっと事業費を増やして老朽化している施設を減らそうとしないのか気になっていたが、先に説明のあった公債残高の今後の推移を踏まえ140億円、180億円という事業費を設定したということか。
　　●　流域下水道としては、近年のゲリラ豪雨への対応など様々な事業を実施する必要があったため、改築更新が後回しになった。それらを一気に改修したいところだが、莫大な事業費が必要となるため、まずは危機的な状況をこれ以上増大させないことが重要。そんな中、一定の負担増も生じるが、市町村と協議する中で、常識的な数値、事業費を考えると今後10年でこれぐらいの事業費までかと考えている。また現状の設備の老朽化状況をみると、ある程度のリスクを許容しても、この設定が限界と考えている。
　　○　状況は理解したが、それでも緊急度Ⅱの施設がまだまだ続くことは、どうしても気持ちの悪いところである。それも含め、かなり厳しい状況であることを再認識した。
　　●　今は設備中心の話となっているが、その後は土木、建築構造物の改築が控えている中で、それも考慮した事業運営を肝に銘じ進めていかねばならない。また社会全体がそういう認識を持ってもらえるよう、下水道の利用者や市民の方にもっと理解してもらえるような動きも必要だと考えている。
　　○　そういう意味で言うと、下水道だけでなく、色々なインフラも全国的に何らかの対策をしていかないと本当にままならない状況になると思う。各自治体だけで考える話ではなく、もっと国も真剣に考えて頂かないといけない話である。
　　　
· Ⅳ．についての概要
○　建設改良費における国交付金の不足分に単独起債を補填することとしているが、どれぐらいの金額を市町村に負担してもらうイメージなのか。またその負担率は維持管理費と同様なのか。
　　それと手元資金と新たな財源という意味で、現在、市町村から維持管理費を少し多くもらって決算時に余った分を返しているのだが、そういう意味では府がコスト縮減を頑張るインセンティブにつながらない気がする。積立額として現金預金を持つような仕組みというのも検討してはどうか。
●　建設改良費の財源としては、国交付金事業なら半分国費が入ってきて、残りを府と市町村で折半している。また既に単独起債事業もあり、府と市町村が折半という形で行っている。国交付金の不足分に単独起債を充当することについては、府民へ下水道サービスを途切れさせないため、最低限必要なものと考えている。いざとなれば、府と市町村で財源を確保しなければならないが、維持管理費では起債が効かず、一般会計から現金でということになる。公債残高が将来的に少し増えるが、単独起債による事前対応が府にとっても市町村にとってもメリットがあると考えている。増えると説明した公債残高についても、経営目標を達成するために事業計画に対して、国費不足による単独起債充当の試算をしたところ、府の公債残高も平成28年度レベルまで上昇することなく、全体的には減少傾向となっている。府と折半で事業を実施している市町村も同じ傾向になると考えている。
○　投資財政計画における今後の維持管理費について、経費の縮減を経営目標のところでも書かれているが、具体的な縮減目標額はあるのか。維持管理費については、縮減額を設定するのは難しいと思うが、目標を定めないとそこに向かっていけないので、ぜひお願いしたい。
　また今回示されている収支計画は、ほぼプラスとなっているが、私自身はゼロかマイナスでもいいと考えている。収支ギャップがある上で、それに対してどうするのか、何年でどういう手段でどういう風に解消するのかを盛り込んでいくことが必要だと思う。

●　維持管理費の目標額を出すのは、非常に難しい内容。現状の水量も将来的なピークにほぼ近づいており、結果、維持管理費も横ばい状態と考えており、それで推計している。人件費の高騰や物価上昇もあると思うが、それを今の費用で維持するという計画としている。PPP、PFIの取り組みがどこまで具体化し、それによる縮減をどう評価するかなど、具体的な縮減額を織り込めないのが現状。具体的な金額を出せるものが無いか十分議論し、経営戦略に盛り込めるものは、収支ギャップへの対応も含め、できるだけ盛り込み評価していきたい。
○　資本的収支計画の中で減債基金の繰入、繰戻は入っているのか。また平成30年度から36年度まで収支差を考えると一応黒字となっているが、それでよいのか。（P.22資本的収支計画の「資本的収入が資本的支出に不足する額」に対して、その財源と見ることができるP.21収益的収支計画における「減価償却費と長期前受金戻入の差額（減価償却費の大阪府分）」が大きくなるので、会計上は黒字となる。例えばH30年度では、不足額約128億円に対し、財源に充てられる減価償却費（大阪府分）は約140億円となり会計上は黒字となる。）
●　30年度の法適化以降どのような扱いとなるか決まっていないため、前提条件として減債基金の繰入、繰戻は考慮していない。また平成30年度から36年度までの収支差については、国の交付金（国補助金）が必要額満額付くという前提になっており、それが不足すれば、当然赤字となる。
○　建設改良費は雨水と汚水で分けているのか、それにより市町村負担金が変わるのか。市町村もお金があまっているわけではないので、場合によっては、受益者負担を求めざるを得なくなるのでは。
●　建設改良費については、市町村は基本的に下水道事業債を充当しており、現金収入を充てていないため、直接使用料に関係するものではない。ただし企業会計を導入した場合、資本費の償還などについては使用料が充てられることになるので、市町村によっては収益の内訳に基づき会計処理され、足らずは使用料に転嫁することもありうる。
○　国の交付金が来ないけど、事業は行うとなった時に、実際交付金が来た時よりも市町村の負担額は増えるわけであり、結構重要なところだと思う。
●　下水道施設は基本的に潰れてそのままにしておくわけにいかないので、何かトラブルが起こった時には、受益者である下水道使用者に負担して頂き、補修せざるをえない。それを、　その年度の維持管理費でその都度補修を行うよりは、そういうことが起こる前に下水道債を活用して改築更新を行い、将来世代も含め負担してもらう方が良いと考えている。下水道使用料の中にある毎年のランニングコストと起債償還の二つのコストをどうバランスよく負担して頂くかであると考えている。

　　起債償還については、先に提示した大阪府の公債残高も今後総額としては右肩下がりになっていく傾向となっており、流域によって事業の開始年度など多少違いはあるが、市町村の流域下水道負担金の公債残高としても概ね同様の傾向であるため、これまでの残高との差を活用して、今後も改築更新を進めていきたい。
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